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Current Conditions and Concerns for Protecting
Personal Information in Elderly Watch Activities
MAEHARA Naomi
Abstract : This study retrieves data regarding the impact of the Private Information Protection Law on eld-
erly watch activities in regards to its current conditions for handling personal information at the site in order
to examine the concerns raised in establishing safe and secure living in familiar areas for elderly people, as
well as finding ways to solve these concerns.
Since the Private Information Protection Law was enacted in 2005, networks sharing common data, which
were cultivated among specialists who conduct elderly watch programs and public administration, have had
difficulty functioning. Naturally, this means these people have difficulty exchanging data to conduct appro-
priate watch activities for the elderly people living in their communities. Several issues arose, including the
ambiguity of the shared data among watch activities, disorganized normative consciousness and lack of sys-
tematic framework, and knowledge related to the rights of controlling data. It was shown to be necessary that
specialists cooperate with residents and public administrations, share normative consciousness and develop a
systematic framework and work to share data while protecting personal information through the holding of
training/study workshops.
Key Words : Elderly people, elderly watch activities, Personal Information Protection Law, Minsei-iin（a
type of local social worker）, confidentiality
抄録：本論文は，高齢者等見守り活動に個人情報保護法が与えた影響と個人情報取り扱いの状況を検
索し，高齢者等が住みなれた地域で安全に安心して生活するための課題と課題解決の方向性を検討し
たものである。
2005年の個人情報保護法施行後，見守り活動を行う者と専門職や行政がこれまで培ってきた情報
共有のネットワークは機能しにくくなり，地域で生活する高齢者等に適切な見守り活動を行うための
情報交換が困難になっている状況があった。その課題として，見守り活動において共有する情報が明
確でないこと，規範意識や制度の枠組みが整理されていないこと，情報のコントロール権に関する知
識が不足していることが挙げられた。すべての高齢者等が安全に地域で生活し続けるために，専門職
は住民や行政と連携し，規範意識の共有や制度の枠組みつくり，研修等によって個人情報の保護に努
めながら情報の共有に向けた取り組みが必要であることが示された。
キーワード：高齢者，高齢者等見守り活動，個人情報保護法，民生委員，守秘義務
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Ⅰ．は じ め に
1990年以降，一人暮らしの高齢者が閉じこもりが
ちになる孤立状態や自宅で亡くなり長期間気づかれな
い孤立死が社会的問題として注目され，その解決策と
して，地域福祉活動が政策で取り上げられている1）。
地域福祉活動とは，行政主体である市町村等が，地域
住民，民生委員・児童委員，ボランティア，福祉サー
ビス提供者など地域で福祉活動を行う者や関係団体の
参加を得て，制度によるサービスを利用するだけでな
く，住民の誰もが住み慣れた地域で，心豊かに安心し
て暮らせるような仕組みを作る活動で，住民一人ひと
りの努力（自助），住民同士の相互扶助（共助），公的
な制度（公助）の連携によって地域の問題を解決して
いこうとする取り組みである2）。
地域福祉活動は，「社会的な援護を要する人々に対
する社会福祉のあり方検討会（2000年）」1）によって推
進され，「これからの地域福祉のあり方に関する研究
会（2008年）」3）では，地域住民のつながりの再構築や
地域にあるべきネットワークの形成が重要な課題とし
て取り上げられた。活動の一環である高齢者等見守り
活動（以下，見守り活動）は，住民ニーズの掘りおこ
しや住民の異常の早期発見及び通報などの役割を担っ
ており，安否確認，ゴミ出しや買い物等の生活支援，
福祉相談，地域の情報提供，話し相手になることな
ど，住民同士の相互扶助に基づいた活動が各地で展開
されている。
「個人情報保護に関する法律」4）（平成 15 年法律第
57号。以下，個人情報保護法）は，高度情報通信社
会を背景に，個人情報保護のあり方と憲法に保障され
る精神的自由及び財産的自由との調和をめざし，ま
た，高度情報通信による便益を適正に享受するための
制度的基盤を確保することを目的として 2005年 4月
に施行された。個人情報保護法の制定によって，住民
のプライバシー意識は変化し，見守り活動では見守ら
れる者（以下，対象者）の情報を収集することや，ニ
ーズを把握することが困難になったという問題が見ら
れている。
今後も進展が予測される高齢社会において，見守り
活動は行政のマンパワー不足を補い，支援を必要とす
る人々の隣人として存在しながら専門機関と連携して
地域住民の生活を支える役割を期待されている。地域
福祉活動を効果的に実施するためには，住民と地域包
括支援センターの専門職（以下，専門職）や行政との
パートナーシップ関係が必要であり，協働して活動す
ることが求められる。専門職の役割には，地域住民組
織等のインフォーマルな組織とフォーマルな組織のネ
ットワークを築くことも含まれ，見守り活動は，「地
域に潜むリスクを抱える高齢者の早期発見，フォーマ
ルサービスでは行き届かない部分に支援を行き渡ら
せ，互いに補完しあうことができる点で有益であ
る」5, 6）といわれていることから，協働に専門職の果た
す役割は大きい。
個人情報保護法の施行から 8年が経過した現在，医
療と介護現場では個人データの標準化やガイドライン
の作成による情報共有におけるルールづくりは進んで
いる。しかし，地域福祉活動における個人情報の取り
扱いの現状は把握されておらずルール作りは行われて
いない。そこで，本論文では，高齢者等が住みなれた
地域で安全に安心して生活するために，個人情報保護
法が見守り活動に与えている影響と個人情報の取り扱
いの状況を調査し，その課題と課題解決の方向性を検
討したい。
Ⅱ．方 法
1．見守り活動における個人情報の保護に関する文献
検索
1）データ収集の方法
日本における見守り活動と個人情報保護の現状につ
いて明らかにするために EBSCO の日本語コンテンツ
を用い，「個人情報」「見守り」「民生委員」「小地域ネ
ットワーク」「高齢者」をキーワードに検索を行った。
検索は，個人情報保護法が制定された 2005年 4月以
降の文献を対象とし，2011年 8月に検索を行った。
2）分析方法
対象文献から，見守り活動と個人情報に関して記載
されている文献を識別し，内容を要約して表にまと
め，見守り活動における個人情報共有への影響を読み
取った。
2．見守り活動を行う者が規定される法
見守り活動を行う者が個人情報の保護に関して規定
される法を，厚生労働省と消費者庁のホームページ，
および民生委員法から抽出した。
3．見守り活動と個人情報保護に関する条例
厚生労働省通達の元に，見守り組織が独自に情報の
管理を行なう等の取り決めを行っている地域をインタ
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ーネットで検索し，保有個人情報の目的外利用および
第三者提供を可能にする取り決めを行った地域の特例
措置を抽出した。
Ⅲ．結 果
1．見守り活動における個人情報の保護に関する文献
検索
文献検索では 41件の文献が該当した。そのうち，
見守り活動と個人情報について書かれていないものを
除いた結果，文献は 3件になった。さらに，3件の文
献の参考文献について見守り活動と個人情報について
書かれているものを検討した結果，文献は 8件になっ
た。そのため，本論文では 8件の文献を対象とし，そ
の内訳は，面接・アンケート調査 5件，総説 3件であ
った（表 1）。
見守り活動の多くは，地域住民や専門職からの情報
提供によって開始され，見守り活動を行う者が対象者
の情報をさらに得ることでより適切なサービスが提供
できるという性質を持っている。しかし，収集した 8
件の文献では，個人情報保護法の施行後，見守り活動
を行う者と専門職や行政の情報交換は困難となり，こ
れまで培ってきたネットワークが機能せず情報を共有
できていない状況が明らかになった。
表 1 見守り活動と個人情報に関する文献
著者（年） 対象と研究概要など 内容の要約
島田茂7）
（2005）
総説 自治体も民生委員も職務上多くの要援護者の個人情報を有している。しかし，両者
の間で情報交換がスムーズに行っているかといえばそうではない。特に自治体は守
秘義務を理由に民生委員に対する個人情報の提供に消極的な態度を示す傾向が強
い。
竹田由美子ほか8）
（2006）
民生委員 23 名への
半構成的面接調査
回答者の 7割が，個人情報保護の観点から独居高齢者や転入者などの住民の情報が
十分入手できないと回答した。
柴田益恵9）
（2008）
民生委員 195名への
調査票を用いた高齢
者虐待に関する調査
民生委員の役割を阻害している問題に，個人のプライバシーへの対応と行政の情報
開示が不十分なことがある。見守りの対象となる世帯は増加しているが，データを
十分に把握することが困難になり，地域の情報を得るために民生委員が独自にアン
ケート調査を行っている。
山村史子10）
（2009）
民生委員 27 名への
「情報収集」に関す
るアンケート調査
個人情報保護法により，行政と民生委員との個人情報の共有は難しくなり，回答者
の 84％が個人の情報が入手しにくいと感じている。
個人情報保護法施行以前は，行政からの情報提供が大きな割合を占めていたが，法
施行後は，民生委員自身が持つネットワークを利用して情報収集に努力を払ってい
る。また，民生委員自身も情報に敏感になり，近所の人と雑談することに躊躇する
こともある。
登録高齢者以外の情報が把握できないことから，攻めの支援ではなく，待ちの支援
と表している民生委員がおり，情報が把握できないことから支援がほとんどできて
いないと感じている者もいる。
土屋幸己11）
（2009）
総説 見守りが必要な人の個人情報は，関わる人達がそれぞれに把握しているが，専門職
間では話し合えるが，住民を入れると難しい問題がある。
個人情報保護法から，専門職と住民で情報を共有する困難さがある。
藤永新子ほか12）
（2010）
民生委員 10 名への
見守り活動における
連携の実態に関する
インタビュー調査
行政は住民台帳などにより情報を把握しているが，個人情報保護法の関係上，見守
り活動を行う者への情報提供は困難になっている。
行政への希望として，行政は見守りが困難な状況を認識してほしい。行政が情報を
下してこない限り，手上げ方式では見守りは難しい。また，行政が見守りを依頼す
るのであれば，民生委員が情報を把握できるように支援して欲しいなどの意見があ
った。
福岡県若松
あんしんネットワ
ーク13）
（2011）
あんしんネットワー
ク参画団体への個人
情報保護法に関する
アンケートおよび聞
き取り調査
見守り活動をするために個人情報の提供がないと支えるのが難しい。
個人情報保護法制定前後から，参画団体間の個人情報の共有・提供がしづらくな
り，支援を要する者の情報を提供できないなど活動に影響が出ている。
住民の中には個人情報とプライバシーを混同している状況も見られる。
守秘義務がある者と，ない者との間で情報を共有しづらくする壁がある。また，情
報管理体制に対する意識の差があり，安心して情報提供・共有できない状況があ
る。
岡村久道14）
（2011）
総説 民生委員・児童委員が市町村や事業者から，活動に要する個人情報の提供を拒否さ
れるケースは少なくない。
介護保険利用履歴情報をはじめ，自治体が保有する情報は多い。しかし，個人情報
をどの程度まで安否確認のため利用することが許されるかという点が議論を呼んで
いる。
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2．見守り活動と個人情報保護に関する法
見守り活動は民生委員，町会長，校区福祉委員，高
齢者クラブ員，ボランティアなどが活動しており，立
場や役割の異なる者の活動であることから，個人情報
の保護に関して規定される法をまとめる。
1）見守り活動と個人情報保護法
個人情報保護法4）には，「この法律は…個人情報の適
正な取り扱いに関し，…個人情報を取り扱う事業者の
尊守すべき義務等を定めることにより，個人情報の有
用性に配慮しつつ，個人の権利利益を保護することを
目的とする」（第 1条）と規定され，法の対象は，「個
人情報等データベースを事業の用に供する者で，国，
地方公共団体，独立行政法人等，地方独立行政法人
や，取り扱う個人情報が過去 6か月以内のいずれの時
点においても 5000人を超えない事業者を除く」（2条
3項，施行令 2条）と規定されている。
個人情報保護法は個人情報を利用する事業者に対し
て，個人情報の取り扱いに関する義務を課しているも
のであり，見守り活動を行う者は「個人情報取り扱い
事業者」には該当しない。見守り活動において個人情
報保護法の対象となっているのは，見守り活動を行う
者が連携している専門職や行政，事業者である。
2）見守り活動と守秘義務
個人情報の保護に関する規定では，個人情報保護法
とともに守秘義務があげられる。民生委員は，「社会
奉仕の精神をもって，常に住民の立場に立って相談に
応じ，および必要な援助を行い，もって社会福祉の増
進に努めるものとする」（民生委員法15）第 1条）と規
定され，行政の補助機関，協力機関として位置づけら
れ，専門職や行政と連携しながら住民の福祉ニーズの
解決にあたっている。そのため，「職務を遂行するに
当たって，個人の人格を尊重し，その身上に関する秘
密を守らなければならない」（民生委員法第 15条）こ
とが明記され，守秘義務が規定されている。ただし，
民生委員法には義務違反に対する罰則規定は定められ
ていない。
つまり，見守り活動は，守秘義務に規定される民生
委員と，規定されないボランティア等によって行わ
れ，さらに，個人情報保護法に規定されないが，個人
情報保護法に規定される専門職や行政との連携が求め
られている。
3．見守り活動と個人情報保護に関する条例
個人情報保護法により見守り活動に必要な情報の共
有に支障が出ている状況を受け，厚生労働省老健局振
興課は，平成 22年 9月に個人情報の取り扱いについ
て都道府県介護保険主管課への通達をだした16）。
通達は，「（前略）…地域生活を支援していくために
は，介護保険サービスのみならず，地域住民による見
守り等の様々な生活支援サービスが提供される体制を
身近な地域で構築していく必要があります。（中略）
支援を要する方に関する個人情報について，関係者間
で情報共有することが困難であり，事業の推進に支障
があるという指摘があります。」と，個人情報保護の
観点によって見守り活動に支障が出ている状況を述べ
た上で，「市町村の実情に合わせ，適切な個人情報保
護策を講じた上で，地域包括支援センター等の関係者
において市町村が保有する情報を共有できるようお願
いするとともに，地域の見守り活動を推進していただ
きますようご協力願います」と個人情報の適切な扱い
を市町村の判断に委ね，さらにその方法として 2つの
共有方式を挙げている。
共有方式の 1つは，手上げおよび同意方式であり，
要援護者登録制度の創設について広報・周知したうえ
で本人が自ら情報の共有を同意する方法で，本人の自
発的な意思にゆだねる従来通りの方法である。もう 1
つは，関係機関共有方式であり，同意を得ない場合で
あっても地方公共団体の個人情報保護条例において，
保有個人情報の目的外利用・第三者提供を可能とする
規定を整備することにより，他の機関と個人情報を共
有することを可能にする方法である。この通達に基づ
いて，各地域で保有個人情報の目的外利用・第三者提
供を可能にする取り決めが行われ，そのうち特徴のあ
る取り決めを行った 3地区の条例を取り上げ，特徴的
と思われる部分に下線をつけ紹介する。
【北海道 A 市】17）
認知症高齢者見守り事業の実施に当たり，市から依
頼を受けた地域包括支援センターが，民生委員，ケア
マネージャー，地域住民等から認知症高齢者に関し必
要な個人情報を取得することについては，個人情報の
本人取得の原則に対する例外として取り扱うことが，
事業を幅広く効果的に実施するためやむを得ないもの
と認める。また，地域包括支援センターが，認知症高
齢者の見守りの実施に必要な範囲内において，個人の
情報を，民生委員，ケアマネージャー，地域住民等に
提供して，見守り事項の検討や必要な情報交換を行う
ことは，保有個人情報の目的外の提供の禁止の原則の
特例として取り扱うことが，事業の適正な実施のた
め，及び生命，財産を守るため，やむを得ないものと
認める。
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【東京都 B 区】18）
緊急時の対応として任意で名簿登載者を募ったが，
住民の入れ替わりが激しく，要介護高齢者と障害者の
約 15％しか登載者が集まらなかったことから，2006
年震災対策総合条例を改正し，要援護者情報を例外的
に本人に同意なしで外部提供できる制度を導入した。
条例の導入により要援護者 830人の名簿が作成され，
災害時に備えて自主防災組織や民生委員などに活用さ
れている。
【東京都 C 区】19）
地域支えあい活動の推進に関する条例に基づき，地
域での見守りがさらに進むよう，一人暮らし高齢者な
どの名簿を作成し，希望する町会・自治会などに提供
する条例を制定した。条例は，70歳以上の単身およ
び 75歳以上の高齢者のみ世帯の高齢者と障害者を対
象とし，「氏名」「住所」「年齢」「性別」の 4つの情報
について本人が開示を拒否しない限り，平常時でも個
人情報の共有を可能とした。
Ⅳ．考 察
見守り活動は，対象者の身近な存在として生活し，
対象者の個人情報を得ることで適切な支援が提供でき
るという性質を持っている。しかし，個人情報保護法
を意識するあまり，見守り活動を行う者と専門職や行
政がこれまで培ってきたネットワークが機能せず，見
守り活動を行う者を情報から隔離し，結果的に必要な
支援が提供されない状況があった。それは，個人情報
保護法が定める「情報の有用性」を反故にし，「個人
の権利利益」を侵害している状況であり，法の定める
目的に矛盾が生じていた。そこで，見守り活動におけ
る個人情報保護に関する課題と課題解決の方向性を検
討する。
1．共有する情報の明確化
個人情報保護法では，「個人情報の第 3者への提供」
は，原則的に本人の同意を前提としているが，個人情
報保護法制定等による個人情報への意識変化から，見
守り活動において同意を得にくい状況が存在してい
る。その要因として，共有される情報が見守り活動を
行う者に一任され，明確にされていない状況が考えら
れる。対象者にとって共有される自分の情報が不明確
であることは，「情報をコントロールする権利」を脅
かされ，それが対象者の不安を煽り，情報共有の同意
を困難にする状況につながっている。
介護サービスの提供に必要な個人データの共有化に
関して，介護サービス関係者にアンケート調査を行っ
た石田の調査では，「介護のための必要最小限の情報
は，『氏名・年齢・住所など』『主介護者』『世帯情報
・配偶者情報』『要介護度』『医療情報』であるのに対
し，介護機関が管理している情報は，最小限情報に追
加し，『家事の状況』『住宅状況』『日常生活自立度』
『住居形態』『介護保険情報』であった」20）ことが報告
され，介護現場において必要以上の情報が共有されて
いる現状があり，見守り活動でも同様の傾向があるこ
とが推測される。
見守り活動は，対象者の個人情報を得ることで適切
な支援が提供できるという性質を持っているため，見
守り活動を行う者はより多くの情報を入手しようと試
みる可能性はある。また，見守り活動を行う者は対象
の隣人として生活していることから，対象者の生育歴
や家族背景，経済状況など様々な情報を自然に知る可
能性もある。
そのため，個人情報保護法4）が定める「個人情報の
不正な手段での取得禁止」や，「情報の正確性の確保」
「利用目的の同意」などの原則に基づき，高齢者等が
地域で安全に安心して生活するために共有する必要の
ある情報を明確にする必要がある。また，高齢者一般
の「共有されることに抵抗を感じる情報」を探り，個
人の意思決定の基礎となる情報を共有しないように努
めることは，見守り活動における個人情報共有への過
剰反応を軽減するために有用であると考える。
2．規範意識と制度の枠組み
見守り活動を行う者には，守秘義務に規定される民
生委員と規定されないボランティア等が混在してい
た。そのため，個人情報保護法に規定される専門職や
行政は，情報を提供することが規定違反であると感
じ，また，見守り活動を行う者を介して対象の個人情
報が拡散することへの危機感や不安感を抱きやすく，
情報共有を困難にする要因になっていることが推測さ
れた。
見守り活動は，地域住民の隣人性を活用した情報収
集力と，専門職や行政への媒介能力が期待されてお
り，見守り活動を行う者は一定区画または複数宅を担
当し，隣人として気にかけながら生活している。その
ため援助を必要とする住民の最新かつ詳細な情報を収
集でき，専門職や行政にとってマンパワーを補ってく
れる協力者である。また，対象者にとって，見守り活
動を行う者は地域社会のつながりの中で問題を早く発
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見して専門機関へつないでくれる隣人そのものであ
る。個人情報利用上の義務である「情報の利用目的」
に従うことは重要であるが，法や守秘義務規定の有無
のみに着目せず，対象の生活と生命の安全という権利
・利益を保護する観点からはじめられた活動であるこ
とから，隣人性を活用している特徴を踏まえた情報共
有の工夫が必要である。
岡村14）は情報の共有が困難な要因について，「国民
が個人情報保護法に不慣れであることから，および個
人情報の取り扱いについて法の規定する内容が抽象的
であること」と述べ，山本21）は「自治体における個人
情報保護条例での運用基準が明確でないため，個人情
報ネットワーク利用が消極的である」と述べている。
見守り活動を行う者と専門職や行政が，それぞれの対
場から相互に協力し安心して情報を共有するために，
共通の規範意識を持つこと，さらに規制内容と範囲を
具体的にし，運用基準を作成するなど制度的な枠組み
を明確にする必要がある。
3．情報のコントロール権に関する教育
見守り活動における個人情報の取り扱いは，厚生労
働省による通達16）以前の「手上げ同意方式」から，対
象の同意を得ない場合であっても保有個人情報の目的
外利用や第三者提供を可能とする条例が認められる
「関係機関共有方式」へと変化していた。条例の対象
は，認知症の人から地域に生活するすべての人へ，緊
急時の情報使用から平常時へと拡大し，さらに同意の
内容は「情報を共有することへの同意の確認」から
「情報を共有することへの拒否の確認」へと変化して
いた。現在，見守り活動における情報の共有方法は，
各市町村が出す条例によって変化するため，今後も情
報共有に課題が残ることは予測される。そのため，個
人情報の取り扱いに関する施策の動向に注意するとと
もに，見守り活動を行う者と対象者および，将来見守
られる可能性のある者すべてに周知し，理解を求める
研修や教育が必要である。
さらに，対象者は施策の変化に疎く個人情報保護に
関して知識を持っていない人や，理解していない人が
いる可能性はある。対象者の個人情報を取り扱う者
が，正しい知識を持って活動に参加し，正しい知識で
情報を保護するとともに，対象者への安心感に配慮し
た関わりが必要である。
また，対象者の個人情報の保護を考える上で，プラ
イバシーの概念は切り離して考えることはできない。
プライバシーの概念22）のひとつは，伝統的プライバシ
ー権（一人にしておいてもらう権利）であり，もうひ
とつは，現代的プライバシー権（自己に関する情報を
コントロールする権利）である。個人情報の共有方法
について各地で条例が出され，それが統一されていな
いことや理解不足が予測されることから，対象者が知
らない間に個人情報が共有され，対象者の「情報のコ
ントロール権」の侵害に抵触する可能性はある。その
ため，専門職は，更なる現状把握と対象者や見守り活
動を行う者への研修等によって，安全な個人情報の取
り扱いを構築していく必要性がある。
Ⅴ．お わ り に
本論文では，個人情報保護法施行によって，見守り
活動を行う者と専門職や行政がこれまで培ってきたネ
ットワークが機能せず，結果的に情報の共有が困難で
要援助者に支援ができない状況を生み出しているこ
と，その改善策として条例が出され，それが情報のコ
ントロール権の侵害に抵触する可能性があることが明
らかになった。見守り活動における個人情報の保護に
は，共有する情報が明確でないこと，規範意識や制度
の枠組みが整理されていないこと，情報のコントロー
ル権に関する知識が不足していることが課題として挙
げられ，すべての高齢者等が安全に地域で生活し続け
るために，専門職は住民や行政と連携し，規範意識の
共有や制度の枠組みつくり，研修等によって個人情報
の保護に努めながら情報の共有に向けた取り組みが必
要であることが示された。
人口構造と世帯構成の変化，疾病構造と診断・治療
の変化，入院日数の短期化，病床数の減少など1）によ
り，地域には今後も見守り活動を必要とする人々の増
加が予測されている。その一方，見守り活動を行う者
はその役割の重責さから成り手が不足している状況が
ある。今後予測される地域福祉活動のマンパワー不足
に対応できるよう，情報の取り扱いに関する課題を解
決し，効果的・効率的に見守り活動が実施できること
は，住民の誰もが住み慣れた地域の中で，心豊かに安
心して暮らせる地域作りにつながり，地域福祉活動の
推進につながる。今後も見守り活動の一員として問題
の解決に向けて取り組んでいきたい。
本論文は，平成 22年度文部科学省科学研究費，若手 B
の助成による研究の一部として，見守り活動における個
人情報保護法の課題を検討するための基礎資料としてま
とめたものである。
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